
平成29年3月23日

記 者 発 表

四国で初めて「海岸協力団体」を指定しました
地域に根ざした民間団体が海岸管理のパートナーとして

清掃活動などを展開していきます。

○四国地方整備局では、高知海岸の国が地震津波対策や高潮・浸食対策工事を実施

している区間において、海岸協力団体制度（※１）に基づいた公募を昨年12月から今

年1月にかけて行いました。

○今回の公募で申請のあった民間団体について審査した結果、平成29年3月22日付

けで下記２団体を、海岸協力団体に指定しましたのでお知らせします。

団体の名称 活動内容と区間

海岸の清掃等

1 久保建設 株式会社 高知海岸（戸原工区）約2.8km区間

海岸の清掃等

2 特定非営利活動法人 新居を元気にする会 高知海岸（新居工区）約1.7km区間

○指定された団体情報は「別紙１・２」でご確認下さい。

（※１）海岸協力団体制度は、自発的に海岸の維持、海岸環境の保全等に関する活動を行う民

間団体を海岸協力団体に指定することにより支援し、海岸管理のパートナーとして活動していた

だくことにより、地域の実情に応じた海岸管理の充実を図ることを目的として、平成26年6月に創

設された制度です。制度の概要については「別紙３」をご覧下さい。

平成２９年３月２３日

国 土 交 通 省 四 国 地 方 整 備 局
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国土交通省 四国地方整備局 河川部 河川計画課

ＴＥＬ：０８７－８１１－８３１８（代）

河 川 計 画 課 長：田窪 遼一 （内線 3611)

○課 長 補 佐：藤田 博史 （内線 3812)

○：主たる問い合わせ先



■四国地⽅整備局における「海岸協⼒団体」の状況 別紙1

業務を⾏う海岸の区間
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四国地⽅整備局
第１号

平成29年3⽉22⽇ 久保建設 株式会社 ⾼知県⾼知市春野町東諸⽊2669 ⾼知海岸
⼾原⼯区
(約2.8km)

四国地⽅整備局
第２号

平成29年3⽉22⽇

指定番号 指定年⽉⽇ 法⼈等の名称 住所、事務所の所在地 海岸名 ⼯区名

活動分野：海岸の清掃等

活動分野：海岸の清掃等

活動内容

特定⾮営利活動法⼈ 新居を元気にする会 ⾼知県⼟佐市新居38-34 ⾼知海岸
新居⼯区
(約1.7km)

起点：⾼知県⾼知市⻑浜地先
終点：⾼知県⾼知市春野町東諸⽊地先

起点：⾼知県⼟佐市新居地先（仁淀川河⼝）
終点：⾼知県⾼知市新居字池ノ浦地先



高知河川国道事務所高知海岸活動対象区間位置図
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番号 法人等の名称

① 久保建設（株）

②
特定非営利活動法人
新居を元気にする会

別紙２



海岸協⼒団体制度

海岸法第２３条の４（海岸協⼒団体の業務）
海岸協⼒団体は、当該海岸協⼒団体を指定した海岸管理者が管理
する海岸保全区域について、次に掲げる業務を⾏うものとする。
⼀ 海岸管理者に協⼒して、海岸保全施設等に関する⼯事⼜は海

岸保全施設等の維持を⾏うこと。
⼆ 海岸保全区域の管理に関する情報⼜は資料を収集し、及び提

供すること。
三 海岸保全区域の管理に関する調査研究を⾏うこと。
四 海岸保全区域の管理に関する知識の普及及び啓発を⾏うこと。
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を⾏うこと。

平成26年6⽉の海岸法の⼀部改正により、海岸協⼒団体制度が創設されました。
海岸協⼒団体制度は、海岸法第23条の3に基づき、⾃発的に海岸の維持、海岸環境の保全等
に関する活動を⾏う⺠間団体等を海岸協⼒団体として指定することにより、団体の活動を⽀
援する制度です。
海岸協⼒団体の指定により、海岸管理のパートナーとして地域に根ざした⺠間による活動が
促進され、地域の実情に応じた多岐にわたる海岸管理の充実につながることを期待していま
す。

○海岸協⼒団体という法律上位置付けられた団体として指定されることで、社会的信⽤が向
上し、円滑な活動の推進が期待される。

○海岸協⼒団体がその活動実施にあたり、占⽤許可等、海岸管理者の許可が必要な場合に、
海岸管理者との協議で⾜りることとなり、⼿続きが簡素化される。

○国や海岸管理者から、活動実施にあたり必要な情報提供や助⾔等を受けることができる。

海岸管理者が公募（都道府県等）

法⼈または団体（NPO等）
⾃発的活動

申請 指定

指定されるには？

海岸協⼒団体の業務は？（海岸法の抜粋）

公募を⾏い、指定を希望する団体からの申請に基づき、海岸管理者が
審査し、海岸協⼒団体を指定します。

海岸協⼒団体

海岸協⼒団体の活動のイメージ

海岸協⼒団体に指定されると？

活動⽀援の例

・各区間で活動している他の団体の活動状況等、活動の参考とな
る情報の提供を⾏います。

・国や海岸管理者と意⾒交換等を⾏う事により、活動に関するア
ドバイス等を受けられます。

・国⼟交通省のwebページにおいて、団体の指定状況や活動状況
を紹介します。

・海岸愛護⽉間、海岸シンポジウム等様々な機会において活動状
況等をご紹介します。

別紙３

海岸植⽣の保護 希少種保護
（ウミガメ卵の保護）

利⽤の適正化
（⾞両乗⼊れ監視） 環境教育活動 調査研究

海岸環境の維持
（清掃活動）




